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論 文 内 容 の 要 旨
本論文は, 学校恐怖症について, 臨床心理学的立場から, その原因機制に関する分析的考察を行ない,
あわせて本症の心理治療に関する原則を求めようとしたものである｡
研究対象は,1954年から1961年の問に京都大学教育学部心理教育相談室に来談した20事例であり, いず
れも神経症的登校拒否児である｡ 資料蒐集の方法は(1)親と子に対する臨床的面接, (2)心理学的測定, (3)敬
師との面接, (4)親のカウンセリングおよび症児の心理療法であり, 分析の観点は, 節- に本症の臨床症状
の記述と, 症状と他の心理的 ･環境的要因とのつながりを分析し, これを基礎として症状の成因とその発
展について理論構成を行なうこと, 第二にこの理論と心理療法の結果との関係を検討しようとするもので
ある｡
心理的 ･環境的側面の分析によって, (1)学校内対人関係 :担任教師との関係の困難が多く, 教師が恐怖
の対象となっていることがある｡ 級友関係は庇護的関係が多 く, 対等な対人関係は少ない｡ (2)症状発生の
誘因 :給食の拒否, 宿題の拒否に対する教師の懲戒の結果, あるいは懲戒に対する不安, おそれ等 が 多
い｡ (3)家庭内対人関係 :本人- の庇護的態度が著しい｡ 祖父母の同居が多い｡ 両親の役割が明瞭でない場
合が多く, 同性の親子関係の反棟が認められる｡ (4)行動の分類 :症児の心理的生理的発達によって, (a)煤
護者からの分離不能- 低学年, (b)身体症状を訴える- 小学校期, (C)家庭内を完全に支配して, 自分の思い
通りに動いている一小学校中高学年, 中学校,1g], (4)周囲に無関心で, 自分のうちにとじこもる- 中学, 高
校期の4 類型が見 られた｡
症状の形成過程と原因機制に関する理論的検討において, もっとも重視したのは, 症児自身に対する症
状のもつ意味の分析であった｡ すなわち学校恐怖症の基本的な心理機制は, 学校状況の現実経験が, 症児
の自己概念に受けいれられないで, むしろ自己概念の変革をせまる圧力になっており, この現実経験から
の逃避, 現実経験の拒否が症状であると説明される｡





段階, Ⅱ. 合理化, 理由づげを基礎とする段階, Ⅱ. 強迫的不安を基礎とする段階, Ⅳ. 高度の合理化,
理由づげの段階の4類型を設定したが, これと治療結果との関係について, 次の所見がえられた｡
(1)症児の人格変化により症状の消失した群と, 単に症状だけ消失した群との問に, 治療期間の差はない
が, 後者においては再発をみることがある｡ (2)治療中断は第Ⅱ段階の症児に見られ, ほとんど治療の初期
に生ずる｡ 本症は対人恐怖的強迫症状が内在しているのに鑑がみ, 治療初期における治療的人間関係が蚕
祝されねばならない｡ (3)第Ⅱ段階の症児の場合は, 強迫的不安に伴ない, 周囲を支配し, 攻撃的である反
面, 学校状況に対する恐怖の程度が非常に高いのであって, 特にこの群に対しては, 心理療法 とあわ せ
て, ケ- ス ･ ワーカー等の協力の必要がみとめられる｡ (4)また第Ⅱ段階の症児については, 心理治療前,
あるいは治療初期に, 治療導入への便宜的措置, たとえば入院などを利用することが, 実際的であること
が認められる｡






しかし本研究は, 対象事例数は, 必ずしも充分とはいい難いが, 各事例について, 診断から治療にいた
る全経過を, 丹念に資料化し, 概括的ではあるが, 臨床的に価値のある類型を設定した点が, 創意的であ
る｡
症状の分析結果は, 従来の研究に見られる所見と一致し, 格別な新知見と見られるものはないが, これ
を Rogers理論により, 再整理し, 症状の各々に旺惑されることなく, 症児の自己概念の問題におきか
え, 治療理論との直結をはかっている｡
特に, 全事例の治療を通じて設定した4つの段階の臨床的意義を確認し, 特に第Ⅱ段階の症児の心理治
療における, 種々の着眼点を明確にしていることは, 臨床実践に貢献するものと考えられる｡
よって, 本論文は教育学博士の学位論文として価値あるものと認められる｡
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